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研究成果の概要（和文）：日本企業にとって従業員の老親介護問題は重大な問題である。この問題に対して企業からの
支援が必要となっている。特に、これまでの出産と育児に対する両立支援との違いに着目することが重要である。この
問題を放置すれば、従業員の自発的離職を増大させる可能性が高い。自発的離職を抑制するためには、多様な支援が求
められている。
この研究の分析によれば、職場での良好なコミュニケーション、働き方の柔軟性、組織文化の改善、などが効果的であ
ることが統計的に検証された。

研究成果の概要（英文）：Employee's senior parents' nursing problems are the weighty subjects for Japanese 
firm. Support from Japanese firm is needed for this problem. If this problem is left, the possibility to 
increase employee's voluntary separation is high. To control the voluntary separation, various support is 
requested.
It was statistically verified that excellent communications in the office, flexibility of the way of 
working and improvement of organizational culture etc. were effective according to the analysis of this 
research.

研究分野： 人的資源管理論

キーワード： 両立問題　ワークライフバランス　福利厚生　人材戦略　人的資源管理　介護離職

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

8.6 

14.7 

19.1 

30.3 

38.4 

37.4 

12.3 

7.4 

21.6 

10.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出産・育児(n=1553)

老親介護(n=1553)

世話する対象（老親、子供）が同時に複数
（２人以上）となる可能性がある

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そうは思わない

34.2 

27.7 

21.8 
16.6 

20.2 

20.5 

58.6 

45.1 

44.4 

39.3 

38.7 

36.6 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

時間的予測困難性

同時多発性

負担逓増性（Ｒ）

空間的な分離性」

介護者の高職位性

複雑な当事者性

出産・育児(n=1553)

老親介護(n=1553)

１．研究開始当初の背景 
平成２６年度１０月の「介護保険事業状況

報告」によれば、介護保険制度における要介
護（要支援）認定者数は 600.2 万人となり、
遂に 600 万の大台に達した。 
介護保険施行の平成１２年には、256 万人で
あった認定者が１４年を経て２．３倍となっ
た。こうして要介護者となる高齢層が確実に
増大する中で、働く子世代が縮小している。
こちらも周知のとおり、今後、生産年齢人口
の減少に伴い、老親介護を支える現役労働者
世代は確実に縮小している。要介護者の増大
と同時に、それを支える現役労働者が確実に
減少してゆく、この背反関係が今後、仕事と
介護との両立問題の加速度的な拡がりと深
刻さを増してゆくことを示唆している。 
 
２．研究の目的 
こうして日本の多くの労働者に老親介護

との両立リスクが迫るなかで、本研究では企
業側からの両立支援の効果的なあり方を解
明することを目的とした。 
この有効な両立支援を計画化するためには
以下の三点を明らかにすることが必要と考
えられる。（１）まず、これまでの両立支援
の対象であった出産・育児との両立との異質
性を特定すること。（２）次に企業側からの
支援の前提となる従業員から老親介護に関
する告知（カミングアウト問題と総称され
る）を促進あるいは抑制する要因を特定する
こと。（３）そして最後に、従業員が老親介
護を原因とする自発的離職を誘発する要因
を解明することである。これら三点の下位の
目的を実現することで、最終的に有効な両立
支援のあり方が明らかになるものと考える。 
 
３．研究の方法 
本研究では、定性調査と定量調査の二種の

サーベイを行った。前者では、財閥系大手企
業六社の人事労務担当者から自社の従業員
の老親介護の実態と、それへの企業支援策の
実態についてヒアリングを行った。また、後
者については既存の定量調査データの二種
の再分析と新たな定量調査を企画・設計しイ
ンターネット調査企業のモニターサンプル
を性年齢別に割り当てた上で無作為抽出を
行い、該当者に許諾を得て調査票への回答を
得た。調査概要は以下のとおりである。 
（１）定量調査 
①超高齢社会における従業員の働き方と企
業の対応に関する調査」（既存調査） 
・実施主体 ダイヤ高齢社会研究財団（研究
委員会 委員長 西久保浩二） 
・調査対象・方法 上場企業１５社に勤務す
る正規従業員／質問紙法とネット調査を併
用、調査時期：2013 年 2月 13 日～6月 14 日 
回収数：4,423 人 
②仕事と介護の両立と介護離職に関する調
査」（既存調査） 
実施主体 ダイヤ高齢社会研究財団／明治

安田生活福祉研究所（共同研究） 
調査対象 親の介護を経験した（介護中も含
む）全国の 40 歳以上の男女のうち、介護開
始時の働き方が「正社員」の人 回収数 2268
人、調査方法：インターネット調査（株式会
社マクロミルの登録モニター対象） 
・調査時期：2014 年 8月 30 日～9月 1日 回
収数：2,268 人 
③介護クライシス調査」（新規調査） 
実施主体 西久保浩二 研究室(山梨大学生
命環境学部 地域社会システム学科) 
調査対象 20 歳代から 60 歳代の民間企業の
正規従業員 1553 名 
調査方法：インターネット調査（株式会社マ
クロミルの登録モニター対象）、調査時期：
2015 年 3月 26 日～28 日 回収数：1,553 人 
（２）定性調査 
大手上場企業、人事労務部門、福利厚生及

び高齢者対応担当者 11 名へのインタビュー 
(株)イ－ウェル主催 企業内勤務者の老親
介護経験者の情報交換会でのインタビュー 
 
４．研究成果 
（１）リスク特性比較．．．育児と介護 
職場における「介護支援」は、先行して両立
問題として取り組まれた「育児支援」としば
し比較されるが、そのリスク特性には大きな
差異がある。「育児」と同様の発想、視点か
らの対応では「介護」に対する有効な支援は
困難である。本研究では従業員層に、両者の
両立リスクの特性評価を質問紙法により求
めた。本研究においてリスク特性としては
「時間的予測困難性」「同時多発性」「負担逓
増性」「空間的分離性」「介護者の高職位性」 
「複雑な当事者性」を仮定した。 
図表１は、その中の「同時多発性」での従業
員の反応であり統計的に有意な差異が確認
された。図表２は６項目での相違である。 
図表１ 出産・育児と老親介護の特性比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表２ 六種のリスク特性における差異 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



（２）カミングアウト行動の要因分析 
図表３ カミングアウトの職場要因分析 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
介護経験のある 321 名について、カミングア
ウト行動に影響を与えた職場状況について
の検証を行った。自分の親のケースでカミン
グアウトの抑制要因として特定された状況
としては「社外の取引先との仕事が多い」「国
外出張がよくある」「同僚や部下とはプライ
ベートな話題は話しにくい」「個人の成果が
厳しく評価される」という４項目が抽出され
た。また促進要因として職場状況では特定さ
れなかったが、個人属性として「女性ダミー」
が特定された。 
一方、配偶者の親に関しては「急な会議や

打合せが多い」と「所属する課や部門の達成
目標が明確に設定されている」が抑制要因と
なった。ここでは促進要因も３項目みられた。
「国外出張がよくある」「定期的な会議や打
合せが多い」「残業が急に必要になることが
多い」の３項目と、ここでも個人属性として
「女性ダミー」が特定された。 
両親を合わせた分析では、先の「社外の取

引先との仕事が多い」と「個人の成果が厳し
く評価される」が抑制要因となり、促進要因
はやはり「女性ダミー」だけが特定された。 
介護経験者でのこの結果ではまず、「女性」
がカミングアウトする傾向が明確となった
点が興味深い。女性の方が、カミングアウト
に抵抗がないようである。老親介護では女性
の離職可能性が高いことを指摘したが、職場
への告知行動においても行動的、積極的であ
ることが明らかになった。老親介護というリ
スクに直面したときの行動力が、単純に男性
よりも優れているともいえようか。 
 また、全体として「自分の親」と「配偶者
の親」で影響力をもつ要因が異なる点も何か
を示唆していると考えられる。前者では抑制
要因のみしか特定されなかったが、後者では
促進要因の方が多く抽出されている。後者の
促進要因となった「国内出張がよくある」「定
期的な会議や打合せが多い」「残業が急に必
要になることが多い」といった項目は介護に
とってはリスク要因ともいえる状況となる
わけだが、配偶者親の介護と対立したときに
は、告知しやすくするということである。 
 
（３）離職可能性の要因分析 
介護に関する不安・不満意識と離職との関係
性を「介護クライシス調査」の正社員データ

から検証した。 
図表 4 離職可能性と不安意識 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
分析対象層を「介護経験の有無」と「要介護
者の属性」から六分類した上で、それぞれの
分類層での離職可能性に対する要因分析を
行った。まず「介護経験あり」の 321 名につ
いて、離職への影響要因をみると「公的介護
保険が不十分」という不安が、離職を促進し
ていることが明らかとなった。これらは両立
のための基本リソースとして位置づけたが、
介護者側からの両立という観点での評価は
低いことがわかる。公的介護保険は基本的に
は被介護者の要介護度に合わせた給付水準
が設定されているが、これは必ずしも子世代
の介護者側からの両立とのための費用水準
を想定したものではない。多忙で自身に時間
的余裕がなく、また家族の人的リソースに乏
しい介護者層では、どうしても外部の有料サ
ービスが両立のために必要となるが、要介護
度の低い段階などではそうしたサービスの
利用を賄うことは難しく、自己負担、特に子
世代負担となることも少なくない。こうした
ケースでは公的保険制度に対する力不足を
感じざるを得ないだろう。また、ここでも「労
働時間が長く、介護時間が十分とれないこ
と」という仕事側での時間的制約の強さが離
職を誘発する可能性を示している。 
一方、離職判断に対して、抑制的に作用する
不安要因として「介護のための経済的な負
担」が特定された。おそらく、施設費や保険
外のサービス費用などを子世代が賄うこと
を想定したときに、現在の所得水準を維持す
ることが必要と判断したためではないだろ
うか。先の従業員の諸属性との因果分析でも
「本人所得額」が、離職判断に対する抑制要
因として確認されたこととも一致する。結果
的には、離職せずに、まさに介護と仕事との
両立を余儀なくされることを意味している。 
 「介護経験なし」の 1422 人では、「経験あ
り」層では、見られなかった要因がいくつか
発見された。まず促進要因として「休職・休
暇がとりにくいこと」と離職可能性との間に
明確な因果関係が確認された。この点は多く
先行研究も指摘する関係性で、どうしても仕
事を休まなければならないような切迫した
介護状態の際に、容易に休めない、休むこと
を申し出ることが難しい、というジレンマ状



態が離職という大きな決断を促すことにな
るのである。同様に「休業・休暇等による昇
進・昇格への悪影響」という不安をもつ層で、
離職可能性が高いことも明らかになった。こ
の介護者のキャリアに対する悪影響心理に
ついては、後段のカミングアウト問題（老親
介護の職場での告知）でもしばし指摘されて
きた点だが、離職判断にも影響力をもつこと
は注目したいところである。仮に、老親介護
に関与せざるを得ない状況に追い込まれた
ときに、介護者当人が期待していた昇進・昇
格が見送られるといった事態、ある意味での
不利益な取り扱いがなされるものと判断さ
れると離職が動機付けられることを示して
いる。 
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